
1.はじめに 

(1)研究の目的と背景 

高度経済成長期以降、都市への人口集中に対応するた

め郊外戸建住宅地を中心とする住宅供給が行われてきた。

従来の都市居住者の住替えは、この時期に大量供給され

た郊外戸建住宅を 終目標に行われることが多かった(1)

～(3)。しかし近年持家にこだわらない層や、戸建住宅への

ステップであった集合住宅を高齢期の住まいとして考え

る層などが徐々に増加していることから、郊外戸建住宅

は必ずしも終の棲家と捉えられなくなってきている(4)～

(6)。さらに近年、地球環境問題や経済成長の減速にとも

なって、「つくっては壊す」フロー消費型の社会から、既

存のものを長く使うストック活用型社会への移行が求め

られている。 

住宅政策では、平成18年 6月に「住生活基本法」が制

定、平成21年 6月 4日には「長期優良住宅の普及の促進

に関する法律」が施行され、明確にストック活用型社会

への方向転換がなされた(7)(8)。このように既存住宅や住

宅地の活用を中心とするストック活用型ハウジングが重

要な役割を果たすことが期待されている今日にあっては、

これまでに大量供給された郊外戸建住宅の活用の方向性

を検討することが、喫緊の課題である。 
以上のような背景から、本研究では開発後長期経過し

た戸建住宅の現状と居住者の現住宅に対する評価や活用

についての考え方を把握し、既存住宅活用方策の検討に

寄与する知見を得ることを目的とする。 
 具体的には、1960年代に開発・供給された横須賀市の

Ｍ団地と横浜市金沢区のＴ団地注 1)を対象としたアンケ

ート調査を実施し、既存住宅の長期的な活用を検討する

にあたっての基本事項となる、居住者の自宅に対する評

価や自宅活用意識（自宅を今後どのように活用していき

たいと考えるのか）などを把握する。次に中古住宅購入

世帯の属性や入居経緯、永住・住替え希望等を新築住宅

購入世帯との比較から検討し、どのような世帯が既存住

宅を中古住宅として活用しているか、また今後も定住す

る可能性があるかを明らかにする。さらに中古住宅の面

計画的に開発された住宅地における既存戸建住宅ストックの活用に関する研究 
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積分布や、入居年別の規模の推移、売却希望世帯の住宅

規模との比較などの分析を通して、対象団地内の住宅ス

トック活用の可能性と問題点を考察する。 
(2)既往研究及び本研究の位置付け 

 既存住宅の有効活用とは、住居学及び生活学の視点か

らは、「円滑に居住者の交替が行われることによって、住

宅が長期的に機能する（住まわれる）ことを実現させる」

と捉えられる。そのためには、居住者が高い満足度を持

って住むことができる住宅の条件を整備することが欠か

せない。本研究ではその中でも も基本的な「住宅の広

さに対する満足度」の把握が重要であると考えた注2)。 

既往研究の動向を整理すると、既存住宅の長期的活用

を検討するにあたって、建物側（ハード）の視点と居住

者側（ソフト）の視点との2つの視点から検討が行われ

ている。前者は住宅の長寿命化を実現させることで、長

期的活用を図ろうという立場の研究で（柴田ら(9)、堤ら

(10)、亀井ら(11)、金川ら(12)）、建替えや増改築の実施状況

を、世帯主年齢や世帯構成の変化、居住年数の違い等か

ら検証している。さらに改善実施後の住宅デザインが、

住宅地の景観に与える影響や、建替えや増改築実施に左

右する要因などを見出すことが試みられている。 

後者は居住者の視点から既存住宅や住宅地を評価し、

今後の活用の際に求められる要件を抽出・具体化させ、

長期的活用につなげようという立場の研究である（北浪

ら(13)、小浦 (14)、山本ら(15)、鈴木ら(16) (17)、今井ら(18)）。

これらの研究では、団地への入居理由や周辺の環境に対

する現状評価分析の他、親子の居住距離と交流状況や同

居形成プロセスの考察及び住替え希望世帯の現状評価や

居住意向、住替え阻害要因等の検討が行なわれている。 

 しかしいずれにおいても「住宅の広さに対する満足度」

との関連性も含めて追究した研究はあまりみられない。

さらに住宅側と居住者側双方の視点から検討した研究も

少ない。そこで本研究は①既存住宅の規模、②居住者の

住宅広さに対する満足度、③居住者の自宅活用意識の 3

項目を相互に関連付けて分析することとした。これによ

りどのような家族がどのような規模の住宅に満足するか

を把握できる点、また居住者の自宅活用意識をもとに

個々の住宅の活用の可能性や問題点を明らかにしようと

する点に、本研究の特徴・新規性がある。 

 
2.対象住宅地の概要 

(1)対象地域・団地の概要 

横須賀市及び横浜市金沢区は、首都圏のベッドタウン

として宅地開発が行われ、神奈川県の中でも戸建住宅地

が多い地域である。本研究では、各戸の敷地形状や方位・

接道条件などがある程度整えられた住宅地では、既存住

宅の活用が進む可能性が高いと考え、計画的に開発され

た住宅団地を調査対象とすることとした。さらに対象地

域には着工後 40 年以上経過し、供給戸数 400 戸以上(19)

の大規模な団地が多いことを考慮し、Ｍ団地（横須賀市）

とＴ団地（横浜市金沢区）を対象として選定した。対象

団地の位置を図1、概要を表1に示す。 

 
表1 調査対象団地の概要 

M団地 T団地

所在地
横須賀市東部

（東京湾沿岸部埋立て）
横浜市金沢区北部

（丘陵地造成）

都心からの距離帯 50㎞圏 40㎞圏

分譲開始時期 1960年代後半 1960年代

事業主体 民間鉄道会社 民間鉄道会社

住宅種類
戸建住宅、

ﾃﾗｽﾊｳｽ、集合住宅
戸建住宅

供給戸数と区画数
(戸建住宅）

1,119区画 2,636区画

生活施設
団地中央に

計画的に配置
供給時の配置計画
がない地区もある

建築協定の有無 あり 一部あり  

 

両団地の特徴的な違いは、表1に示すように団地内の

環境や施設計画、都心からの距離、建築協定の有無等で

ある。まず団地内の環境では、Ｍ団地は東京湾沿岸の埋

め立てにより形成された平坦な地域であるのに対し、Ｔ

団地は丘陵地を造成した団地であるため急勾配の坂道や

長い階段が多い。またＭ団地には市営プールを含む公園

（複数）、ショッピングセンター、大手スーパーマーケッ

ト、幼稚園などの施設

が団地中央に配置され

ているのに対し、Ｔ団

地では供給時から生活

施設の計画がない地区

が一部にあり、それら

の地区では個人商店な

どが散在している。都心からの距離帯はＭ団地が50㎞圏、

Ｔ団地が40㎞圏である。建築協定については、Ｍ団地で

は分譲当初から団地全体に定められているが、Ｔ団地は

定められている地区と定められていない地区がある。 

両団地の建築協定の内容は表2に示すように、敷地分割

に関する規定に 大の違いがある。すなわちＭ団地では

一部の未加入区画を除く全区画で禁止されているが、Ｔ

団地では「180㎡未満に分割してはならない」、「250㎡ 

  　　　図1　対象団地の位置

T団地

M団地

神奈川県



表2 調査対象団地の建築協定の内容 

M団地 T団地

敷地分割 禁止
条件付禁止

（A地区は180㎡未満、
B地区は250㎡未満の分割禁止）

外壁の後退距離
1m以上

（北側は1.5mという
区域もある）

1m以上

北側斜線 5m+1.25L
5m+1.25L

（A地区では5m+0.6L）

用途
一戸建て専用住宅

（診療所等の特例あり）
一戸建て専用住宅

（診療所等の特例あり）

階数 2階以下 2階以下

最高高さ 10m 10m（A地区は8m）

軒高 6.5m 7.5m

用途地域
第一種低層

住居専用地域
第一種低層

住居専用地域

建ぺい率 40% 40%　　注）

容積率
80%

（角地特例を認めない）
80%　　注）

注)一部条件の異なるところもある（建ぺい率40%・容積率60%など）  

 

未満に分割してはならない」等条件付での禁止である。

なおＭ団地の建築協定は、締結後5回更新されている。

Ｔ団地は地区により異なり、2 回更新された地区と更新

されていない地区（永年締結）とがある。 

Ｔ団地の敷地分割可能地区を対象に、宅地の区画数と

平均敷地面積注 3)を住宅地図から算出し、分譲開始後約

20 年が経過した 1982 年から現在までの経年変化を増減

率と共に表3に示す。表より分割可能地区では区画数は

1982年から2006年の 24年間に275区画（全体の27.2%）

増加している。それに伴い平均敷地面積は近年ほど狭く

なり、24年間で36.5㎡（全体の21.4%）減少している。

また区画数の増加率は1988年の 5.1%に対し、1994年以

降は6%台で推移している。平均敷地面積の減少率もそれ

を反映して1994年以降大きくなっている。つまり当該地

区では、敷地分割が年々進行している。 

 

表3 Ｔ団地敷地分割可能地区の区画数と平均敷地面積の推移 

区画数 増減率
平均敷地
面積(㎡)

増減率

1982年 1,010 ― 170.7 ―
1988年 1,062 5.1% 162.3 -4.9%
1994年 1,132 6.6% 152.3 -6.2%
2000年 1,205 6.4% 143.1 -6.0%
2006年 1,285 6.6% 134.2 -6.2%  

 

 (2)人口・世帯数の変化注4) 

Ｍ・Ｔ団地の人口と世帯数及び年齢別人口構成の変化

を図2に示す。まずＭ団地の人口は1995年より減少傾向

が続き、さらにその減少率は近年ほど大きい。また世帯

数は 2000 年までは増加傾向にあったが、2005 年には減

少に転じている（図 2 上左）。年齢別人口構成は、10 年

前に比べ60歳以上人口は増加しているが、若年人口（30

歳代を除く）と中年人口は減少している（図2上右）。こ

れに対しＴ団地の人口は近年まで増加傾向が続いている。

2005 年になって減少に転じているがその減少率は 0.3%

と非常に小さい。また世帯数は増加傾向が続いているが、

その増加率は近年ほど小さくなっていることから、今後

も世帯数増加の停滞もしくは減少が予想できる（図2下

左）。なお年齢別人口構成は50歳以上人口の増加、若年

人口の減少という状況にある（図2下右）。 
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図2 対象団地を含む町丁目の人口・世帯数の変化（左） 

  年齢別人口構成の変化（右） （資料:住民基本台帳） 

 
3.調査概要と対象住宅及び世帯の属性 

アンケート調査は両団地の戸建住宅居住世帯を対象に

実施した。Ｍ団地は2005年 9月に自治会（加入率95%以

上）を通じて調査票を配布・回収、またＴ団地は 2006

年 9月に、各戸へポスティングにて配布後郵送回収とし

た注5)。調査内容は、団地入居時期、住宅規模、入居後の

住宅改善、直前の居住地・居住住宅及び住替え、世帯構

成の変化、別居子の世帯構成と居住地及び持家取得状況、

住環境評価、住宅相続の実態と希望、永住・住替え希望、

一般的な住宅や生活に対する考え方、日常生活行動等で

ある。配布・回収状況を表4に示す。 

 

表4 調査票の配布・回収状況と有効数 

配布数 回収数 有効数　（回収率）

M団地 1,075票 538票 454票　（42.2%)

T団地 2,289票 530票 470票　（20.5%)

合計 3,364票 1068票 924票　（27.5%)  

 

本研究では団地入居時及び現在の住宅種類・敷地面



積・延床面積・団地入居年・回答者の年齢・世帯構成・

世帯人数が明確なケースのみ有効票とし、分析対象とし

た。従って有効票はＭ団地 454 票（有効回収率 42.2%）、

Ｔ団地 470 票（有効回収率 20.5%）の合計 924 票（有効

回収率27.5%）である。 
回答者の年齢と世帯構成を表5に示す。表より年齢は

50～70歳代が中心であり、しかもこの年代はＭ団地では

90.1%を占めるのに対し、Ｔ団地は 62.1%とやや少ない。

一方、40 歳代以下の若年世帯は、Ｔ団地では約 4 割

（37.9%）を占め、Ｍ団地（5.5%）よりも圧倒的に多い。

また世帯構成は、Ｍ団地は「夫婦のみ世帯」（42.1%）が、

Ｔ団地は「夫婦と子の世帯」（43.0%）が も多い。 

対象住宅の規模を表6に示す。まず敷地面積は、Ｍ団

地の場合150㎡以上250㎡未満（以下150～250㎡と略記）

が83.7%を占める。それに対してＴ団地では150～250㎡

（63.6%）が 6割以上と も多いが、250㎡以上（25.4%）

も 1/4、さらに150㎡未満（11.1%）も 1割を占めるなど、

その分布状況は広がりをみせている。なお各団地の平均

敷地面積はＭ団地212.8㎡、Ｔ団地221.9㎡でほぼ同程

度の規模である。一方延床面積は両団地とも 100～140

㎡が中心であり（Ｍ:55.8%、Ｔ:56.6%）、平均延床面積も

団地間に大きな差異はない（Ｍ:127.3㎡、Ｔ:127.6㎡）。 
 
表5 対象世帯の概要              単位:% 

回答者年齢
M団地
(N=454)

T団地
(N=470)

世帯構成
M団地
(N=454)

T団地
(N=470)

20歳代 0.2 3.0 単身 5.5 5.3

30歳代 0.9 11.1 夫婦のみ 42.1 34.7

40歳代 4.4 23.8 夫婦と子 30.6 43.0

50歳代 16.7 15.1 二世帯同居 17.4 15.7

60歳代 43.9 28.7 その他 4.4 1.3

70歳代 29.5 18.3

80歳以上 4.4  

表6 対象住宅の規模              単位:% 

敷地面積
M団地
(N=454)

T団地
(N=470)

延床面積
M団地
(N=454)

T団地
(N=470)

150㎡未満 2.2 11.1 80㎡未満 1.5 3.2

150㎡～ 15.6 8.3 80㎡～ 15.2 14.0

175㎡～ 32.2 15.1 100㎡～ 27.8 25.5

200㎡～ 19.4 26.2 120㎡～ 28.0 31.1

225㎡～ 16.5 14.0 140㎡～ 18.5 12.3

250㎡～ 10.6 16.0 160㎡以上 9.0 13.8

300㎡以上 3.5 9.4  
 

4.自宅に対する評価・考え方 

(1)住宅広さに対する満足度 

現住宅に対する基本的な評価として、居住者の住宅の

広さに対する満足度注6)を、延床面積別に、対象者属性と

の関係から分析した結果、年齢と世帯構成に、両団地共

通の顕著な傾向が見出された。 

まず図3-1に年齢別の結果を示す。ここでは50歳未満

を「若年層」、50～64歳を「中年層」、65歳以上を「高年

層」とする。図よりいずれの年齢も140㎡以上の広さに

対しては満足度が著しく低下する。またいずれの面積に

おいても、高年層の満足度が若・中年層の満足度よりも

低い。特に80㎡未満の範囲では、若・中年層はプラスの

評価をしているのに対し、高年層はマイナスの評価をし

ており、その差も も大きい。さらに高年層の満足度の

ピーク（100～120㎡）は、若・中年層（120～140㎡）の

ピークとなる広さより狭い。 
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図3-1 現在の年齢と現住宅の延床面積・ 

広さに対する満足度との関係 

 
次に世帯構成別の結果を図3-2に示す。図より単身世

帯と夫婦のみ世帯の傾向、夫婦と子ども世帯と二世帯同

居世帯の傾向とが、それぞれ類似している。すなわち前

者の場合、満足度は右下がりの曲線を描いて、延床面積

が狭いほど満足度が高くなる。一方後者の場合、満足度

は右上がりの曲線となり、延床面積が広いほど満足度も

高くなるということが示される。なお夫婦と子ども世帯

の満足度は140～160㎡でピークとなり、160㎡以上では

やや低くなるが、二世帯同居世帯は160㎡以上が満足度

のピークになるという違いが多少ある。 
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図3-2 現在の世帯構成と現住宅の延床面積・ 

広さに対する満足度との関係 



表7 現住宅の延床面積別 満足度の高い世帯の属性 

延床面積

～80㎡

80～100㎡

100～120㎡

120～140㎡

140～160㎡

160㎡～

注）図10-1及び図10-2において、満足度がプラスの値となった年齢と世帯構成を表示する

単身・夫婦のみ・夫婦と子ども・二世帯同居

単身・夫婦のみ・夫婦と子ども・二世帯同居

夫婦と子ども・二世帯同居

夫婦と子ども・二世帯同居

若年層・中年層・高年層

世帯構成

単身・夫婦のみ

単身・夫婦のみ

年齢

若年層・中年層

―

若年層・中年層

若年層・中年層・高年層

若年層・中年層・高年層

 
 
以上の傾向をまとめたのが表7である。表より、延床

面積100～120㎡と 120～140㎡では、いずれの年齢・世

帯構成も満足度が高くなっており（プラスの値を示す）、

これらの規模に幅広く対応性があること、またそれより

広い140～160㎡及び160㎡以上は夫婦と子ども世帯や二

世帯同居世帯で、またそれより狭い 80 ㎡未満及び 80～

100 ㎡は単身世帯や夫婦のみ世帯の満足度がそれぞれ高

くなっていることが示される。 

(2)永住・住替え希望と自宅活用意識 

 居住者の現住宅についての永住・住替え希望は、Ｍ・

Ｔ団地ともに永住希望（Ｍ:70.9%、Ｔ:65.2%）が住替え

希望（Ｍ:29.1%、Ｔ:34.8%）より多いが、特にＭ団地で

は永住希望が7割と、Ｔ団地より多い。 
次に自宅活用意識については、表8に示す12種類の考え

方（不明を除く）で捉えた。さらにこれらの考え方を対

象者自身が活用することを想定しているか、子どもが活

用することを想定しているかにより<売却希望>注 7）、<子

どもの住み継ぎ希望>、<未定>（現時点では希望が定まら

ない）の3パターンに分類した。これらの結果を団地別

にみると（表 8）、Ｍ団地では<子どもの住み継ぎ希望>

（52.7%）が半数を占め も多い。Ｔ団地も<子どもの住

み継ぎ希望>（45.6%）が も多いのは、Ｍ団地と同様で

あるが4割強にとどまり、代わりに<売却希望>（28.7%）

が 3割弱を占め、Ｍ団地よりも 1割程度多い。 
永住・住替え希望と自宅活用意識の関係については、

自宅活用意識として「売却希望」及び「子ども継承希望」

とする者で、且つ永住・住替え希望が明らかな者を対象

とした。分析対象数はＭ団地301件、Ｔ団地339件（合

計 640 件、有効票の 69.3%）となった。なお自宅活用意

識と永住・住替え希望の組み合わせから、①「永住・子

ども継承希望」、②「住替え・子ども継承希望」、③「住 

 

71.1

54.6

4.7

8.8

24.2

36.6

0% 25% 50% 75% 100%

M団地(N=301)

T団地(N=339)

永住・子ども継承希望 住替え・子ども継承希望

住替え・売却希望

 

図4 団地別 永住・住替え希望と自宅活用意識の関係 

χ二乗検定 P<0.001 

表8　自宅活用意識の分類と永住・住替え希望の関係

①売却したい 154 16.8% 45 10.2% 109 23.0%

②老後の資金にしたい（ﾘﾊﾞｰｽﾓｰｹﾞｰｼﾞ利用） 15 1.6% 10 2.3% 5 1.1%

③他人に賃貸したい 21 2.3% 10 2.3% 11 2.3%

④自分のセカンドハウスにしたい 22 2.4% 11 2.5% 11 2.3%

小計 212 23.2% 76 17.3% 136 28.7%

⑤同居している子どもが住み継ぐだろう 148 16.2% 90 20.5% 58 12.2%

⑥別居している子どもが住み継ぐだろう 77 8.4% 46 10.5% 31 6.5%

⑦子どもや親族に譲渡したい 33 3.6% 11 2.5% 22 4.6%

⑧子どもや親族に貸したい 11 1.2% 2 0.5% 9 1.9%

⑨相続した子どもの意志に任せる 179 19.6% 83 18.9% 96 20.3%

小計 448 49.0% 232 52.7% 216 45.6%

⑩自分の子どもが住み継ぐことにこだわらない 95 10.4% 50 11.4% 45 9.5%

⑪空家にしておく 5 0.5% 0 0.0% 5 1.1%

⑫わからない 82 9.0% 46 10.5% 36 7.6%

小計 182 19.9% 96 21.8% 86 18.1%

不明 72 7.9% 36 8.2% 36 7.6%

914 100.0% 440 100.0% 474 100.0%

注）全分析対象（N=924)から、借家・社宅・官舎居住世帯と購入方法不明の世帯を除く

売却希望
（対象者が活用する）

合計 注）

子どもの
住み継ぎ希望

（子どもが活用する）

未定

自宅活用意識 全体 M団地 T団地

 



替え・売却希望」の3グループに分類した。団地別に各

グループの結果を図4に示す。図より、両団地ともに「永

住・子ども継承希望」が も多く（Ｍ:71.1%、Ｔ:54.6%）、

次いで多いのが「住替え・売却希望」（Ｍ:24.2%、

Ｔ:36.6%）である。「住替え・子ども継承希望」（Ｍ:4.7%、

Ｔ:8.8%）は 1割前後となり非常に少ない。つまり本調査

対象者の場合、永住希望者は自宅を子どもに継承するこ

とを、住替え希望者は売却することを望む傾向が強い。

さらにＭ団地では「永住・子ども継承希望」が7割を占

め圧倒的に多いのに対し、Ｔ団地では 54.6%と半数程度

である。その分Ｔ団地では「住替え・売却希望」が4割

弱を占めている。したがってＭ団地のストックは対象者

の子どもに住み継がれる可能性が、Ｔ団地のストックは

中古市場に供給される可能性がそれぞれ高いと言える。 

 

5.新築住宅購入世帯との比較からみた中古住宅購入世帯

の動向 

以下では、現住宅を新築注文住宅購入、新築建売住宅

購入、中古住宅購入の3種類の方法により取得した世帯

（計859件）について分析する。 
(1) 属性と団地入居経緯 

対象者の現在の年齢を団地・購入方法別に示したのが

図 5である。図より、Ｍ団地ではいずれも高年層が も

多いが、その割合は購入方法により異なり、<注文>と<

建売>は 6割以上を占めるが、<中古>では半数を若干下回

り（48.5%）、代わりに若年層（14.4%）が多くなっている。

一方Ｔ団地では、<注文>、<建売>、<中古>の順に若年層

の割合が増加し（20.7%→37.1%→60.0%）、中年層と高年

層の割合が減少する。つまり<注文>や<建売>の新築住宅

は中高年層が、中古住宅は若年層が主として居住する傾

向が顕著に表れている。 
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図 5 団地・購入方法別 対象者の年齢 

χ二乗検定  M団地:P<0.05  T団地:P<0.001 

次に現在の世帯構成と購入方法との関係は、両団地と

も <中古>には夫婦のみ世帯（Ｍ:28.9%、Ｔ:21.4%）よ

りも夫婦と子世帯（Ｍ:44.3%、Ｔ:60.9%）が居住する割

合が多い。これは前述したように<中古>購入世帯の年齢

が新築住宅購入世帯よりも若いためと推察できる。 

団地・購入方法別対象者の入居年では、Ｍ・Ｔ団地と

もに<中古>は1990年代以降の入居が6割以上（Ｍ:61.9%、

Ｔ:61.4%）を占めており、1980年代までの入居が8割以

上を占める<注文>（Ｍ:80.0%、Ｔ:84.6%）や<建売>

（Ｍ:92.5%、Ｔ:84.3%）と対比される。このように中古

住宅の入居者は比較的近年に多いことから、今後の対象

団地における中古市場の動向も、本調査における<中古>

の特性と類似している可能性が高いと考えられる。 

団地・購入方法別の直前居住地を図6に示す。Ｍ団地

では購入方法に関わらず「横須賀市内」が も多いが、

中でも<注文>（85.0%）が も多くなり、<建売>（79.3%）、

<中古>（61.9%）の順に減少する。なお<中古>の場合<注

文>や<建売>に比べ「同じ団地内」（16.5%）の割合が多い。

一方Ｔ団地の直前の居住地は「横浜市（中央地域）」や「東

京都」が中心となり、購入方法に関わらず、両者で全体

の過半数を占める。また<中古>の場合「同じ団地内」

（27.1%）が圧倒的に多いのはＭ団地と同様である注8)。 

  

2.5

2.6

16.5

3.6

5.1

27.1

85.0

79.3

61.9

4.3

2.6

7.2

56.2

55.1

37.1

5.2 5.2

21.3

25.3

21.4

1.2

3.9

4.3

4.7

2.2

2.5

1.4

0.6

3.6

5.9

5.0 5.0

5.9

2.1

7.1

7.9

4.3

2.6

3.3

2.1

0% 25% 50% 75% 100%

新築注文住宅(N=40)

新築建売住宅(N=305)

中古住宅(N=97)

新築注文住宅(N=169)

新築建売住宅(N=178)

中古住宅(N=70)

M
団
地

T
団

地

同じ団地内 横須賀市内

横浜市（中央地域） 横浜市（中央地域以外）

神奈川県（横須賀・横浜市以外） 東京都

その他の地域

 

図 6 団地・購入方法別 直前居住地     χ二乗検定 P<0.05 

 

現住宅への入居理由を団地・購入方法別に図7に示す。

図よりＭ・Ｔ団地ともに<中古>では「広さ・間取りの改

善」が半数前後を占め、 も多くなっているのが注目で

きる（Ｍ:46.4%、Ｔ:52.9%）。<注文>や<建売>では、いず

れの団地も「立地・環境の改善」、「戸建住宅に住むため」、

「持家の取得」などが多く、「広さ・間取りの改善」を理

由に住替えた世帯は2～3割にとどまる。 
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図 7 団地・購入方法別 現住宅への入居理由 

注1）入居理由は3つまで選んで回答する複数回答方式とした
注2）入居理由の項目は、中古住宅購入世帯の割合の多い順に表示する  
 

(2)永住・住替え希望と自宅活用意識 

団地・購入方法別の永住・住替え希望では、両団地と

も<注文>の永住希望（Ｍ:87.5%、Ｔ:6.9%）が も多く、

<建売>（Ｍ:79･0%、Ｔ:71.3%）、<中古>（Ｍ:74.2%、

Ｔ:62.9%）の順に減少し、<中古>の永住希望は<注文>に

比べて1割程度少ない。 

次に、前述した永住・住替え希望と自宅活用意識との

組み合わせで捉えたグループを、現住宅の購入方法別に

示したのが図8である。図より<注文>と<建売>では「永

住・子ども継承希望」が圧倒的に多く、両団地とも同様

の傾向にある。しかしＭ団地（73.3%、72.2%）の方がＴ

団地（65.4%、62.3%）よりも1割程多い。一方<中古>で

は<注文>と<建売>よりも「永住・子ども継承希望」の割

合が 10～15%程度少ない（Ｍ:62.9%、Ｔ:42.4%）のに対

し、「住替え・売却希望」の割合が多い（Ｍ団地は32.3%、

Ｔ団地は48.5%を占める）。 
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図 8 団地・購入方法別 永住住替え希望と自宅活用意識 

χ二乗検定 M団地:P<0.05 T団地:P<0.01 

 

 

6.中古住宅規模からみたストック活用の可能性と問題点 

(1)中古住宅購入世帯の住宅規模 

団地及び世帯の入居年別中古住宅購入世帯（Ｍ団地97

件、Ｔ団地70件、計 167件）の住宅平均規模（敷地面積

と延床面積）の推移を図9に示す。図よりＭ・Ｔ団地と

もに、1970 年代から 2000 年代にかけて中古住宅として

購入された住宅規模は、入居年に関わらずほぼ同じであ

る。すなわち、Ｍ団地では敷地面積198㎡前後、延床面

積116㎡前後の住宅が、Ｔ団地では敷地面積215㎡前後、

延床面積119㎡前後の住宅が購入されてきている。 
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図 9 団地・入居年別 中古住宅購入世帯の住宅規模（平均） 

注）Ｍ団地の住宅供給は1970年代以降である 

 

次に、中古住宅活用の可能性や問題点を検討するにあ

たっては、中古住宅購入世帯は主として「広さ・間取り

改善」を目的として現住宅に入居しているという結果（既

述）からも、既存住宅の規模が購入希望世帯のニーズ（世

帯構成や広さに対する満足度）に即したものであるかど

うかを考察することが、重要であると考えられる。そこ

でＭ・Ｔ団地で「広さ・間取り改善」を理由に入居した

中古住宅購入世帯（Ｍ団地45件･Ｔ団地37件、計82件）

の、入居時の住宅延床面積分布状況を示したのが図10 
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図10「広さ・間取り改善」を理由に入居した中古住宅購入 

世帯における 入居時の延床面積 



である。図より、Ｍ団地では100～120㎡に入居した世帯

（48.9%）がほぼ半数を占め も多い。一方、Ｔ団地では

120～140 ㎡（43.2%）への入居が も多く、分布のピー

クがＭ団地よりも広いところにある。その他Ｍ・Ｔ団地

ともに、80～100 ㎡への入居は 2～3 割を占めるが

（Ｍ:24.4%、Ｔ:29.7%）、140～160 ㎡への入居が非常に

少ないこと（Ｍ:6.7%、Ｔ:8.1%）、160㎡～の住宅への入

居世帯が全くないことが注目できる。以上より、調査対

象団地の場合、「広さ・間取り改善」を目的とする中古住

宅購入世帯にとってニーズが高いのは、Ｍ団地では延床

面積 100～120 ㎡の住宅、Ｔ団地では延床面積 120～140

㎡の住宅である。それに対して比較的ニーズが低いのは、

いずれの団地においても延床面積140㎡以上の大型住宅

であると言える。 

さらに「広さ・間取り改善」を理由に住替えた中古住

宅購入世帯を対象に、入居住宅の延床面積別に、入居時

の年齢と世帯構成を分析した。その結果、Ｍ・Ｔ団地と

もに、80～100㎡には30歳代・40歳代の夫婦と子世帯、

100～120 ㎡には 40 歳代・50 歳代の夫婦と子世帯、120

～140 ㎡・140～160 ㎡には 30 歳代・40 歳代の二世帯同

居世帯が、それぞれ も多く入居していることが明らか

となった。つまり世帯構成との関係では、120 ㎡未満に

は夫婦と子世帯が、120 ㎡以上には二世帯同居世帯が多

いことから、入居した世帯構成は120㎡を境界として変

化していると捉えられる。 

 なお以上の傾向は、先に検討した世帯構成と現住宅の

延床面積との関係にほぼ合致している。したがって現住

宅の延床面積や世帯属性をもとに検討した満足度の分析

結果は、今後の中古住宅活用可能性の検討にも有効であ

ると考えられる。つまり対象団地では延床面積100㎡以

上140㎡未満の住宅が中古市場で も汎用性の高い住宅

になると推察できる。一方、その他の規模の住宅は満足

と感じる世帯が制限されるので、適切な世帯をそれぞれ

に導入する対策が必要となろう。 

(2)中古住宅購入世帯と売却希望世帯の住宅規模比較 

本項では、自宅の売却を希望する世帯の住宅（以下、「売

却希望」住宅と略記する）の規模を、実際にＭ・Ｔ団地

で購入された中古住宅の規模と比較し、需要と供給のバ

ランスについて団地別に検討する。分析対象はＭ団地73

件、Ｔ団地114件、合計187件である。 

 まずＭ団地では中古住宅購入世帯の入居時の延床面積

は、80～120 ㎡に集中している。しかしこの規模の住宅

（80～120㎡）が、「売却希望」住宅に占める割合は、図

11-1 に示すように 42.4%と半数にも満たない。「売却希

望」住宅の購入方法別に80～120㎡の住宅の割合をみる

と、＜注文＞には非常に少なく（16.7%）、＜建売＞は全

体とほぼ同様で（40.4%）あるが、<中古>は過半数（55.0%）

を占める。このようにＭ団地の「売却希望」住宅には、

実際に中古住宅として も多く購入された規模のストッ

クが少ないという問題点が明らかとなった。 
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図 11-1 「売却希望」住宅の購入方法別 現在の延床面積 

    （Ｍ団地における）      χ二乗検定 P<0.001 

注）図中の太字は中古住宅として実際に も多く購入された80～120㎡が 

占める割合を示す 

 

 なお120～140㎡、140～160㎡、160㎡以上の「売却希

望」住宅が多いが、このうち120～140㎡の住宅について

は、先に検討したように、年齢や世帯構成に関わらずこ

の規模の住宅では広さに対する満足度が高い水準に保た

れているため、中古住宅市場に供給しても流通上の問題

はあまり生じないと思われる。しかし「売却希望」住宅

全体の1/4（24.6%）を占める、140㎡以上の大型住宅に

ついては、世帯・年齢によらず満足度が低下する規模で

あり、中古住宅としての需要も比例して小さいと推測さ

れるので、供給が過剰となる可能性がある。ちなみに延

床面積140㎡以上の住宅を中古住宅として購入した世帯

は、その 9 割以上が 30 歳代・40 歳代の二世帯同居世帯

である。したがってＭ団地では大型住宅を円滑に活用す

るには、30・40歳代の二世帯同居家族を導入する策を検

討することが必要であろう。 

 次にＴ団地では、中古住宅購入世帯の入居時の延床面

積は、80～140㎡の規模が全体の75.7%を占め、140㎡以

上の大型住宅もＭ団地に比べ多く購入されている

（Ｍ:4.1%、Ｔ:14.3%）。一方「売却希望」住宅の現在の

規模は、図11-2に示すように、実際に購入された中古住

宅の規模分布と類似している。したがって、住宅規模の 
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図11-2 「売却希望」住宅の購入方法別  現在の延床面積 

    （Ｔ団地における）       χ二乗検定 P<0.001 

注）図中の太字は中古住宅として実際に も多く購入された80～140㎡が 

占める割合を示す 

 

分布という点では中古住宅の需要・供給のバランスが

取れており、Ｔ団地の既存住宅は円滑な継続的活用が期

待できると言えよう。 

 なお高齢の単身・夫婦のみ世帯に満足度の高い 80～

100 ㎡の住宅へのニーズは、今後さらに増加していくと

予測されるが、「売却希望」住宅の16.4%（Ｍ団地）、26.3%

（Ｔ団地）にすぎないことから、ニーズに見合った充分

な供給は難しいと思われる。特に建築協定により敷地分

割が全面的に禁じられているＭ団地に、その懸念が強い

と言える。 
 

7.まとめ 

開発後長期経過した横須賀市Ｍ団地と横浜市金沢区Ｔ

団地の戸建住宅を対象に、既存住宅が今後円滑にそして

継続的に活用できるかどうか、その可能性の検討と、活

用にあたっての問題提起を行った。その結果をまとめる

と以下のようになる。 

(1)現住宅での永住・住替え希望と自宅活用意識の関係を

分析した結果、両団地ともに「永住・子ども継承希望」

（永住を希望し、且つ子どもへの継承を希望する者）の

割合が過半数を占めることが明らかになった。実際に継

承が行なわれるかについては、子どもの意向や住宅事情

に拠るところが大きいが、実現すれば対象団地において、

子どもによる現住宅の長期的活用事例が多くなることが

期待できる。 

(2) 中古住宅購入世帯の属性や入居経緯の特徴としては、

新築住宅購入世帯に比べ、Ｍ・Ｔ団地ともに、若年の居

住者及び夫婦と子世帯の割合が多いこと、入居年が1990

年以降に集中していること、団地内住替えをした世帯の

割合が多いこと、住宅の広さや間取りの改善を目的に入

居した世帯が多いこと、などが挙げられる。 

(3)現住宅での永住・住替え希望と自宅活用意識との関係

では、中古住宅購入世帯は、新築住宅購入世帯よりも「住

替え・売却希望」が多く、「永住・子ども継承希望」の割

合は1割程度少ないことが明らかになった。したがって

対象団地では、中古住宅購入者の居住期間は比較的短く、

新規に転入しても必ずしも永住するとは限らないことが

予測できる。さらに購入された住宅が再び中古市場へと

提供される可能性が高くなることも示唆される。 

(4) 現住宅の延床面積・世帯属性・広さに対する満足度

との関係については、両団地とも延床面積により満足と

感じるあるいは入居した世帯の属性がそれぞれ異なるこ

とが明らかとなった。特に世帯構成と広さに対する満足

度との間に顕著な関連がみられた。すなわち①延床面積

100 ㎡未満の比較的小規模の住宅で満足度が高いのは、

単身世帯と夫婦のみ世帯である。②延床面積140㎡以上

の比較的大規模の住宅で満足度が高いのは、夫婦と子ど

も世帯及び二世帯同居世帯である。③これらの中間の規

模である延床面積100㎡以上140㎡未満の住宅ではいず

れの世帯構成も満足度が高い。したがって も汎用性の

高い規模であると言える。 

以上より、既存戸建住宅ストックを中古住宅として市

場に提供し、スムーズに流通させるためには、住宅規模

ごとに広さに対する満足度の高い世帯を把握し、市場に

供給された中古住宅に適した（購入の可能性が高い）家

族を導入していくことが重要であると言える。 

(5) 中古住宅として購入された住宅と、「売却希望」住宅

の延床面積分布との関係から、Ｍ団地では、実際に購入

された中古住宅より「売却希望」住宅の規模が大きい（延

床面積140㎡以上）ものが多いため、大型住宅の供給が

過剰になる可能性がある。したがって大型住宅を購入す

る可能性の高い家族（実際の購入状況から検討すると、

30・40歳代の二世帯同居世帯がその候補）を導入する方

策が必要である。一方Ｔ団地では、「売却希望」住宅と中

古住宅として購入された住宅の規模分布が類似している。

したがって住宅規模の観点からは、円滑な継続的活用が

期待できよう。 

なお両団地ともに、今後増加が予測される高齢の単

身・夫婦のみ世帯のニーズに見合う小規模住宅ストック

は少ないので、中古市場に供給される可能性は低い。し

たがって小規模住宅のストック化が今後の課題になる可

能性がある。 



以上検討してきたような既存住宅の活用（子どもによ

る住み継ぎ及び中古住宅の流通）が実現すれば、円滑に

居住者の交替が行なわれ、住宅が長期的に機能する（住

まわれる）ことになる。したがって既存住宅ストックの

活用は、居住継承を可能にするための一つの方向性とな

ると考えられる。 

 なお、これらの結論は団地の条件などにより異なるこ

とが推測されるので、立地、敷地・住宅規模、開発後の

年数等、条件の異なる住宅地へと調査対象を拡大し、比

較検討することが必要である。 

 

【注釈】 

1)本研究の実施にあたり、居住者より団地名など場所が特定できる情報

を公開しないでほしい、という強い要望があった。したがって対象団

地名は匿名として記述する。 

2)既往研究(9)(10)(12)において、広さに対する不満が建替え実施の大きな要

因になっていることが示されている。 

3) 住宅地図から緑地・道路をのぞく実質宅地面積を算出し、各年の区

画数でそれぞれ除したもの。 

4) Ｍ団地とＴ団地の戸建住宅を含む町丁目の人口及び世帯数であり、

一部にテラスハウス居住者、集合住宅居住者等を含む。 

5) アンケート調査実施にあたり、対象団地自治会に協力を依頼した。

Ｍ団地では自治会役員の方々が筆者らの調査内容に強い関心を示し、

配布・回収の協力を得た。一方Ｔ団地では、自治会は関与しない、ま

た回覧版にて周知はするが強制はしない、ポスティング＋郵送回収の

方法で実施する、という条件で調査実施の許可を得た。したがってＭ

団地とＴ団地では配布・回収方法が異なる。 

6) 現住宅の広さに対する評価を、「非常に満足」（+2 点）、「やや満足」

（+1 点）、「やや不満」（－1 点）、「非常に不満」（－2 点）として平均

点を算出し、比較・検討した。 

7) Ｍ・Ｔ団地ともに「売却したい」に回答が集中しているため。 

8) 団地内住替えを行った世帯の具体的な事例としては、高齢の親と同

居するために、子世帯が隣接する集合住宅から住替える事例、戸建住

宅での生活が不便になった高齢の夫婦のみ世帯が隣接する集合住宅

へと住替え、集合住宅から若い世帯が戸建住宅へと住替える事例（以

上Ｍ団地）、主として若い夫婦と子どもの世帯が眺めの良さ（東京湾

や八景島が臨める）を求めて高台へ住替える事例、主として高齢世帯

が急勾配の坂道や長い階段が億劫になり低地へ住替える事例（以上Ｔ

団地）などがある（アンケート調査実施に先立って行った両団地の自

治会長へのヒアリング調査から）。 
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